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京都工芸繊維大学通則（案） 

 

昭和２４年１０月１０日制定 

最終改正 令和 年 月 日 
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附則 

第１章 総則 

第１節 目的 

第１条 本学は、工芸及び繊維に関する学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深

く専門の学芸を教授し、研究することを目的とする。 

第２節 学部、学科及び学生定員 

第１条の２ 本学に、工芸科学部を置く。 
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２ 本学に、学生の教育上の区分として、次の学域を置く。 

応用生物学域 

物質・材料科学域 

設計工学域 

デザイン科学域 

繊維学域 

基盤教育学域 

３ 工芸科学部に、次の課程を置く。 

応用生物学域 

応用生物学課程 

物質・材料科学域 

応用化学課程 

設計工学域 

電子システム工学課程 

情報工学課程 

機械工学課程 

デザイン科学域 

デザイン・建築学課程 

第１条の２の２ 前条第３項の課程に、学位プログラムを置くことがある。 

２ 前項の学位プログラムについては、必要に応じて別に定める。 

第１条の３ 工芸科学部の学生定員は、次のとおりとする。 

学域 課程 入学定員 
３年次編 

入学定員 
収容定員 

応用生物学域 応用生物学課程 人 

５０ 
人 人 

２００ 

物質・材料科学域 応用化学課程 １６９  ６７６ 

設計工学域 電子システム工学課程 ６１  ２４４ 

情報工学課程 ７１  ２８４ 

機械工学課程 ８６  ３４４ 

デザイン科学域 デザイン・建築学課程 １５６  ６２４ 

４学域共通  ５０ １００ 

合 計 ５９３ ５０ ２，４７２ 

第３節 学年、学期及び休業日 

第１条の４ 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

第２条 学年を分けて、次の２学期とする。 

前学期  ４月１日から９月３０日まで 
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後学期  １０月１日から翌年３月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学長は、教育研究評議会の議を経て、前学期及び後学期の期

間を変更することができる。 

第３条 休業日は、次のとおりとする。ただし、休業中でも授業を課することがある。 

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

日曜日 

春季休業    ４月１日から４月４日まで 

大学創立記念日 ５月３１日 

夏季休業    ８月６日から９月３０日まで 

冬季休業    １２月２４日から翌年１月６日まで 

春季休業    ２月１９日から３月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学長は、教育研究評議会の議を経て、春季休業、夏季休業及

び冬季休業の期間を変更することができる。 

３ 臨時休業日は、そのたびに定める。 

第２章 学部学生 

第１節 修業年限及び在学年限 

第４条 工芸科学部の修業年限は、４年とする。 

第４条の２ 学生は８年を超えて在学することができない。ただし、第９条、第１０条又は

１０条の２の規定により入学した学生は、在学すべき年数の２倍に相当する年数を超え

て在学することができない。 

第１節の２ 入学 

第４条の３ 工芸科学部への入学は、学年の始めとする。 

第５条 工芸科学部に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

(3) 外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で

文部科学大臣の指定したもの 

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

(5) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が指定するものを文部科学大臣が定める

日以後に修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校卒

業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格
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検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学資格検定に合格した者を含

む。） 

(8) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条第２項の規定により大学に入学した

者であって、本学において、大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認め

たもの 

(9) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、１８歳に達したもの 

第６条 工芸科学部への入学を志願する者は、入学願書に検定料及び別に指定する書類を

添えて願い出なければならない。 

第６条の２ 前条に規定する入学志願者については、学力検査その他の方法により得られ

た内容、本学が適当と認める資料等を判定して、入学者の選抜を行う。 

第７条 前条の入学者選抜の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに入

学誓書その他本学の指定する書類を提出するとともに、所定の入学料を納付しなければ

ならない。 

２ 学長は、前項の入学手続を完了した者（入学料の免除又は徴収猶予の申請が受理された

者を含む。）に入学を許可する。 

第８条 日本の大学において教育を受ける目的をもって入国し、又は入国しようとする外

国人で、工芸科学部に入学を志願する者があるときは、外国人留学生として入学を許可す

ることがある。 

２ 前項の外国人留学生は、工芸科学部の学生定員の枠外とすることがある。 

３ 第１項による入学選考については、同項に規定する入学志願者の能力、意欲、適性等を

判定して行う。 

第９条 次の各号のいずれかに該当する者については、相当年次に入学を許可することが

ある。 

(1) 本学を卒業した者 

(2) 病気その他のやむを得ない事由により本学を退学した者 

第１０条 次の各号の一に該当する者で、編入学を志願する者があるときは、相当年次に入

学を許可することがある。 

(1) 大学を卒業した者又は１年以上在学した者 

(2) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

(3) 専修学校の専門課程のうち、文部科学大臣の定める基準を満たすものを修了した者

（学校教育法第９０条の規定による大学入学資格を有する者に限る。第１０条の２第３

号において同じ。） 

第１０条の２ 次の各号の一に該当する者で、第３年次に編入学を志願する者があるとき

は、入学を許可する。 

(1) 大学を卒業した者 
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(2) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

(3) 専修学校の専門課程のうち、文部科学大臣の定める基準を満たすものを修了した者 

(4) 大学に２年以上在学し、所定の単位を修得した者 

第１０条の３ 前３条の規定により入学を許可された者の当該入学以前の既修得単位の取

り扱いについては、学部長が定める。 

２ 第９条及び第１０条の規定により入学を許可された者の在学すべき年数については、

学部長が定める。 

第１１条 第６条及び第７条の規定は、第８条、第９条、第１０条及び第１０条の２の規定

により入学を志願する者及び入学選考に合格した者に準用する。 

第１２条 削除 

第２節 教育課程、授業及び単位 

第１３条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併

用により行うものとする。 

２ 前項の授業は、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室以外の場所で履

修させることができる。 

３ 第１項の授業は、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメ

ディアを高度に利用して、当該授業を行う教室以外の場所で履修させる場合についても、

同様とする。 

第１３条の２ 教育課程及び授業に関することは、別に定める。 

第１３条の３ 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件とし

て学生が修得すべき単位数について、１年間に履修科目として登録することができる単

位数の制限を行う。 

２ 前項の規定は、第９条、第１０条又は第１０条の２の規定により入学を許可された者に

ついては、適用しない。 

３ 履修科目の登録の単位数の制限及びその取り扱いについては、別に定める。 

第１４条 一の授業科目に対する課程を修了した者には、単位を与える。 

第１５条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容

をもって構成することを標準とし、次の基準により単位数を計算するものとする。 

(1) 講義については、１５時間の授業をもって１単位とする。 

(2) 演習については、３０時間の授業をもって１単位とする。 

(3) 実験、実習及び実技については、４５時間の授業をもって１単位とする。ただし、イ

ンターンシップ等の実務を伴う実習については、３０時間から４５時間までの授業を

もって１単位とする。 

(4) 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用

により行う場合については、その組み合わせに応じ、前３号に規定する基準を考慮して

定める時間の授業をもって１単位とする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、卒業研究等については、これらに必要な学修を考慮して、単

位数を定めることができる。 

第１６条 学生は、他の学域の授業科目を学修し、その単位を修得することができる。この

場合において、当該学生は、所属学域長を経て当該学域長の許可を受けなければならない。 

第１６条の２ 教育上有益と認められるときは、他の大学又は短期大学との協議に基づき、

学生が当該他の大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、

６０単位を超えない範囲で、工芸科学部における授業科目の履修により修得したものと

みなすことがある。 

２ 教育上有益と認められるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科にお

ける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、工芸科学部における授業科目の履修

とみなし、単位を与えることがある。 

３ 前項により与えることのできる単位数は、第１項により工芸科学部において修得した

ものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

第１６条の３ 教育上有益と認められるときは、工芸科学部の第１年次に新たに入学した

者が、入学前に大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）において履修した

授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、工芸科

学部における授業科目の履修により修得したものとみなすことがある。 

２ 教育上有益と認められるときは、工芸科学部の第１年次に新たに入学した者が、本学に

入学前に行った前条第２項に定める学修を、工芸科学部における授業科目の履修とみな

し、単位を与えることがある。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、本学において

修得した単位以外のものについては、前条で修得したものとみなす単位数と合わせて６

０単位を超えないものとする。 

４ 第１項及び第２項の場合において、第４条に定める修業年限を短縮することはできな

い。ただし、第３８条に規定する科目等履修生として、本学において一定の単位を修得し

た者が工芸科学部に入学する場合において、当該単位の修得により工芸科学部の教育課

程の一部を履修したと認められるときは、その単位数（学校教育法第９０条の規定による

大学入学資格を有した後、修得したものに限る。）及びその他の事項を勘案の上、相当期

間を第４条に定める修業年限の２分の１を超えない範囲において通算することができる。 

第１６条の４ 教員の免許状授与の所要資格を得ようとする者は、教育職員免許法（昭和２

４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定

める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 工芸科学部において当該所要資格を取得できる教員の普通免許状の種類及び教科は、

次のとおりとする。 

課程 

普通免許状の種類及び教科 

中学校教諭 

一種免許状 

高等学校教諭 

一種免許状 
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応用生物学課程 理科 理科 

応用化学課程 理科 理科 

電子システム工学課程 数学 数学 

情報工学課程 数学 数学 

情報 

機械工学課程 数学 数学 

第１６条の５ 第８条により入学した外国人留学生に対しては、第１３条の２に定めるも

ののほか、日本語科目及び日本事情に関する科目を置くことができる。 

第３節 休学 

第１７条 学生が疾病その他の事由により引き続き３月以上修学することができない場合

は、医師の診断書又は詳細な事由書を添え、学部長を経て学長に願い出、その許可を得て

休学することができる。 

第１８条 学長は、学部長の申出に基づき必要と認めた場合には、休学を命ずることがある。 

第１９条 休学は、引き続き１年以上にわたることはできない。ただし、特別の事由がある

者には、更に１年以内の休学を許可することがある。 

第２０条 休学期間中にその事由が止んだときは、学部長を経て学長に願い出、その許可を

得て復学することができる。 

第２１条 休学期間は、通算して４年を超えることができない。 

２ 休学期間は、第４条に定める修業年限及び第４条の２に定める在学年限に算入しない。 

第４節 退学、転学、留学及び除籍 

第２２条 学生が退学しようとするときは、事由を詳記して学部長を経て学長に願い出、そ

の許可を受けなければならない。 

第２３条 学生が他の大学に入学又は編入学をするときは、退学の手続きを経なければな

らない。ただし、他の大学に転学しようとするときは、事由を詳記し、学部長を経て学長

に願い出、その許可を受けるものとする。 

第２３条の２ 学生が外国の大学又は短期大学で修学することを志願するときは、学部長

を経て学長に願い出、その許可を得て留学することができる。 

２ 前項により留学した期間は、第４条に定める修業年限に含めることができる。 

３ 第１６条の２第１項の規定は、外国の大学又は短期大学へ留学する場合に準用する。 

第２４条 学生が次の各号の一に該当するときは、学長は、学部長の申出に基づいて除籍す

る。 

(1) 長期にわたって欠席し又は疾病その他の事由により成業の見込みがないと認められ

る場合 

(2) 第４条の２に定める在学年限を超えた場合 

(3) 入学料の免除を願い出て、全部又は一部許可されなかった者が納付すべき入学料を

所定の期日までに納付しない場合 

(4) 授業料納付の義務を怠り督促を受けてもなお納付しない場合 
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(5) 退学の手続きを経ないで、他の大学に入学又は編入学をした場合 

(6) 死亡した場合 

第５節 卒業及び学位 

第２５条 卒業の要件となる単位の修得に関しては、別に定める。 

第２６条 工芸科学部に第４条に定める年数（第９条から第１０条の２までの規定により

入学した者については、それぞれの在学すべき年数とし、第１６条の３第４項ただし書の

規定により修業年限への通算を認められた者については、通算された期間を含む。）以上

在学し、卒業の要件となる単位を修得した者については、学長が卒業を認定する。 

第２７条 前条による卒業者には、学士の学位を授与する。 

２ 学位には次の区分に従い専攻分野を付記する。 

応用生物学課程の卒業者 農学 

応用生物学課程の卒業者を除く全ての卒業者 工学 

３ 学位に関し必要な規定は、規則で定める。 

第６節 学生証 

第２８条 学生は、本学所定の学生証の交付を受け、常に携帯しなければならない。 

第７節 検定料、入学料及び授業料 

第２９条 検定料、入学料及び授業料の額、徴収方法その他の必要な事項は、国立大学法人

京都工芸繊維大学における授業料その他の費用に関する規則（平成１６年４月８日制定）

に定めるところによる。 

第３０条 退学し、転学し、除籍され、又は第３７条の規定に基づき退学とされた者は、別

に定める場合を除くほか、その期の授業料を納付しなければならない。 

第３１条 第３７条の規定に基づき停学とされた者は、その期間中の授業料を納付しなけ

ればならない。 

第３２条 休学の許可を受け、又は休学を命じられたときは、月割計算により休学当月の翌

月から、復学当月の前月までの授業料を免除する。ただし、許可又は命令の日が当該授業

料の徴収時期後である場合を除く。 

第３３条 大規模な風水害等の災害を受けたと認められる者に係る検定料の納付について

は、検定料の全部を免除することがある。 

２ 検定料の免除に関し必要な規定は、規則で定める。 

第３４条 経済的理由によって入学料及び授業料の納付が困難であると認められ、かつ、学

業優秀と認めるときその他やむを得ない事情があると認めるときは、入学料及び授業料

の全部若しくは一部を免除し、又はその徴収を猶予することがある。 

２ 入学料及び授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な規定は、規則で定める。 

第３５条 国費外国人留学生制度実施要項（昭和２９年３月３１日文部大臣裁定）に基づく

国費外国人留学生については、検定料、入学料及び授業料を徴収しない。 

第８節 賞罰 
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第３６条 学生で他の模範となる行為のあった場合は、学長は、表彰することがある。 

第３７条 学生で本学の秩序を乱し、その他学生の本分に反する行為のあった場合は、学長

は、懲戒する。 

２ 懲戒は、訓告、停学又は退学とする。 

３ 前項の退学は、次の各号に該当する者に対して行う。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 正当な理由がなくて出席常でない者 

(3) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

第３章 科目等履修生、研究生、特別聴講学生、特別受入学生及び国際交流学生 

第３８条 工芸科学部において、特定の授業科目を履修しようとする者があるときは、教育

研究に支障のない場合に限り、科目等履修生として入学を許可することがある。 

２ 科目等履修生が履修し試験に合格した授業科目については、所定の単位を与える。 

３ 科目等履修生に関し必要な規定は、規則で定める。 

第３９条 工芸科学部において、特定の専門事項について研究しようとする者があるとき

は、教育研究に支障のない場合に限り、研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生に関し必要な規定は、規則で定める。 

第４０条 削除 

第４１条 他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）との協議に基づき、

当該他の大学又は短期大学の学生を特別聴講学生として入学を許可し、工芸科学部の授

業科目を履修させ、単位を修得させることがある。 

２ 特別聴講学生に関し必要な規定は、規則で定める。 

第４１条の２ 本学が実施する人材育成事業に際し、当該事業に関連する他の団体等（以下

「関連団体等」という。）との協議に基づき、当該関連団体等の推薦する者を特別受入学生

として入学を許可することがある。 

２ 特別受入学生は、特定の課題研究のほか、当該事業に関連する授業科目を履修すること

がある。 

３ 特別受入学生が履修し試験に合格した授業科目については、所定の単位を与える。 

４ 特別受入学生に関し必要な規定は、規則で定める。 

第４１条の３ 本学が外国の大学又は研究機関と締結する国際交流協定及び学生交流覚書

に基づき、当該外国の大学又は研究機関が派遣する学生を国際交流学生として入学を許

可することがある。 

２ 国際交流学生は、特定の研究課題について研究指導を受け、又は授業科目を履修する。 

３ 国際交流学生が履修し試験に合格した授業科目については、所定の単位を与える。 

４ 国際交流学生に関し必要な規定は、規則で定める。 

第４２条から第４５条まで 削除 

第４章 削除 
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第４６条から第４８条まで 削除 

第５章 大学院 

第４９条 本学に大学院を置く。 

２ 大学院に関し必要な規定は、規則で定める。 

第５０条 削除 

第６章 削除 

第５１条 削除 

第７章 削除 

第５１条の２ 削除 

第８章 削除 

第５２条 削除 

第９章 寄宿舎及び国際交流会館 

第５３条 本学に寄宿舎を置く。 

２ 寄宿舎に関し必要な規定は、規則で定める。 

第５３条の２ 本学に国際交流会館を置く。 

２ 国際交流会館に関し必要な規定は、規則で定める。 

第１０章 公開講座 

第５４条 本学に公開講座を開設することがある。 

２ 公開講座に関し必要な規定は、規則で定める。 

附 則 

１ この通則は、昭和２４年１０月１０日から施行し、昭和２４年６月１日から適用する。 

２ （削除） 

附 則 

この通則は、昭和２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和２７年５月１５日から施行し、昭和２７年４月１日から適用する。ただ

し、昭和２６年度以前の入学者の授業料については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この通則は、昭和２８年１２月１０日から施行し、昭和２８年４月１日から適用する。 

２ 授業料の額については、昭和２７年度以降の入学者に適用し、昭和２６年度以前の入学

者については、なお従前の例による。 

附 則 

この通則は、昭和２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和３０年４月１日から施行する。 

附 則 
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１ この通則は、昭和３１年４月１日から施行する。 

２ 昭和３０年度以前の入学者の授業料については、従前の例による。 

附 則 

この通則は、昭和３２年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和３６年１月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和３６年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和３７年１０月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和３８年１月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和３８年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和３８年４月２５日から施行し、昭和３８年４月１日から適用する。 

附 則 

この通則は、昭和３８年１２月１２日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和４０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、昭和４１年４月５日から施行し、昭和４１年４月１日から適用する。 

２ 入学検定料については、昭和４２年度以降入学する者の選抜から適用する。 

附 則 

この通則は、昭和４１年１０月２７日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和４２年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、昭和４３年４月１日から施行する。 

２ 工芸学部機織工芸学科及び繊維学部製糸紡績学科は、この改正にかかわらず、昭和４３

年３月３１日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間存続する

ものとする。 

附 則 

この通則は、昭和４３年８月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、昭和４５年４月１日から施行する。 
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２ 工芸学部窯業工芸学科は、この改正にかかわらず、昭和４５年３月３１日に当該学科に

在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間存続するものとする。 

附 則 

この通則は、昭和４５年５月２８日から施行し、昭和４５年４月１７日から適用する。 

附 則 

この通則は、昭和４５年１１月１９日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、昭和４７年４月１日から施行する。 

２ この通則の施行の際、現に在学する者に係る授業料の額は、改正後の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ この通則の施行の日以後において、転入学、編入学又は再入学した者に係る授業料の額

は、改正後の通則第２９条第１項の規定にかかわらず、当該者の属する年次の在学者に係

る額と同額とする。 

４ 昭和４７年度において入学した者から徴収する同年度に係る学部学生の授業料の額は、

改正後の通則第２９条第１項の規定にかかわらず、次の表に定める前期及び後期の額を

合わせた額とし、当該前期又は後期の額を前期又は後期において徴収するものとする。 

前期 後期 

６,０００円 １８，０００円 

５ 昭和４７年度において入学した聴講生及び研究生（昭和４７年４月１日前から引続き

在学している者であって、聴講期間及び研究期間が延長された場合における当該延長期

間の始期が昭和４７年４月１日以後である者を含む。）に係る授業料の額は、昭和４７年

度に限り、前期（４月１日から９月３０日までをいう。以下同じ。）又は後期（１０月１

日から翌年の３月３１日までをいう。以下同じ。）の別に従い、それぞれ次のとおりとす

る。 

(1) 研究生に係る授業料の額は、前期にあっては月額８００円とし、後期にあっては月額

２，４００円とする。 

(2) 聴講生に係る授業料の額は、１単位に相当する講義又は実験、実習（以下「１単位に

相当する授業」という。）につき前期にあっては４００円、後期にあっては１，２００

円とする。ただし、単位の修得に前期及び後期を通じての履修を必要とする授業科目に

係る聴講生の１単位に相当する授業の授業料の額は、前期の１単位に相当する授業の

授業料の額の２分の１に相当する額と、後期の１単位に相当する授業の授業料の額の

２分の１に相当する額とを合せた額とする。 

６ 聴講生及び研究生の授業料の額は、昭和４７年４月１日前から引続き在学している者

については、聴講期間及び研究期間（聴講期間及び研究期間が延長された場合で、当該延

長期間の始期が昭和４７年４月１日以後のものを除く。）が満了するまでの間は、なお従

前の額とする。 
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７ 昭和４７年度において入学した者に改正後の通則第２９条第２項、第３０条第２項、第

３１条第２項、第３２条及び第３３条第４号を適用する場合においては、昭和４７年度に

限り、同条中「年額の１２分の１」及び「月割計算」とあるのは、「当該前期又は後期に

おいて徴収する授業料の額の６分の１」とする。 

８ 昭和４７年度における入学を許可される者に係る入学料の額は、改正後の通則第７条

第１項、第３９条第２項及び第４２条第２項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

９ 昭和４７年度の入学、転入学、編入学又は再入学に係る検定料の額は、改正後の通則第

６条第１項、第３９条第１項及び第４２条第１項の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 

附 則 

この通則は、昭和４８年４月１１日から施行し、昭和４８年４月１日から適用する。 

附 則 

この通則は、昭和４８年５月３０日から施行し、昭和４８年４月１２日から適用する。 

附 則 

この通則は、昭和４９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、昭和５０年４月１日から施行する。 

２ 繊維学部養蚕学科は、この改正にかかわらず、昭和５０年３月３１日に当該学科に在学

する者が当該学科に在学しなくなる日までの間存続するものとする。 

３ 昭和５０年度の入学、転入学、編入学又は再入学に係る検定料の額は、改正後の通則第

６条第１項、第３９条第１項及び第４２条第１項の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 

附 則 

この通則は、昭和５０年５月２６日から施行し、昭和５０年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この通則は、昭和５１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則（以下「新通則」という。）前文に掲げる学生定員表中、工芸学部の「工

業化学科」、「住環境学科」及び「計」の項並びに繊維学部の「蚕糸生物学科」の項に係る

総定員欄については、次の表の年度区分によりそれぞれ当該年度の総定員に読み替える

ものとする。 

学部 学科 
総定員 

昭和５１年度 昭和５２年度 昭和５３年度 

工芸学部 

工業化学科 １６５名 １７０名 １７５名 

住環境学科 １２０名   

計 １，５０５名 １，５５０名 １，５５５名 
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繊維学部 蚕糸生物学科 

蚕糸生物学科 

８０名 

養蚕学科 

８０名 

蚕糸生物学科 

１２０名 

養蚕学科 

４０名 

 

３ 繊維学部蚕糸生物学科については、この通則施行の日において現に繊維学部養蚕学科

に在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間、新通則第１６条の３第２項に掲

げる表中「蚕糸生物学科」とあるのを「蚕糸生物学科・養蚕学科」と読み替えるものとす

る。 

４ 昭和５１年３月３１日に在学する者に係る授業料の額は、新通則第２９条第１項の規

定にかかわらず、なお従前の例による。 

５ この通則の施行の日以後において、転入学、編入学又は再入学をした者に係る授業料の

額は、新通則第２９条第１項の規定にかかわらず、当該者の属する年次の在学者に係る額

と同額とする。 

６ 昭和５１年度において入学した者から徴収する同年度に係る授業料の額は、新通則第

２９条第１項の規定にかかわらず、前期１８，０００円及び後期４８，０００円を合わせ

た額とし、前期又は後期の額をそれぞれの期において徴収するものとする。 

７ 昭和５１年度において入学した者に新通則第２９条第２項、第３０条、第３１条 第２

項、第３２条及び第３３条を適用する場合においては、昭和５１年度に限り、各条中「年

額の１２分の１」又は「月割計算」とあるのは、「当該前期又は後期において徴収する授

業料の額の６分の１」とする。 

８ 昭和５１年度において入学した聴講生及び研究生に係る授業料の額は、昭和５１年度

に限り、前期（４月１日から９月３０日までをいう。以下同じ。）又は後期（１０月１日

から翌年の３月３１日までをいう。以下同じ。）の別に従い、それぞれ次のとおりとする。 

(1) 研究生に係る授業料の額は、前期にあっては月額２，４００円とし、後期にあっては

月額６，０００円とする。 

(2) 聴講生に係る授業料の額は、前期にあっては１単位に相当する授業について１，２０

０円とし、後期にあっては１単位に相当する授業について３，０００円とする。ただし、

単位の修得に前期及び後期を通じての履修を必要とする授業科目に係る１単位に相当

する授業についての授業料の額は、前期の１単位に相当する授業についての授業料の

額の２分の１に相当する額と、後期の１単位に相当する授業についての授業料の額の

２分の１に相当する額とを合わせた額とする。 

附 則 

１ この通則は、昭和５２年４月１日から施行する。 

２ 工芸学部建築工芸学科は、この改正にかかわらず、昭和５２年３月３１日に当該学科に

在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間存続するものとする。 

３ 改正後の通則前文に掲げる学生定員表中工芸学部の「建築学科」の項に係る総定員につ
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いては、次の表の年度区分によりそれぞれ当該年度の総定員に読み替えるものとする。 

学部 学科 
総定員 

昭和５２年度 昭和５３年度 昭和５４年度 

工芸学部 建築学科 

建築学科 

４０名 

建築工芸学科 

１２０名 

建築学科 

８０名 

建築工芸学科 

８０名 

建築学科 

１２０名 

建築工芸学科 

４０名 

４ 工芸学部建築学科については、この通則施行の日において現に工芸学部建築工芸学科

に在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間、改正後の通則第１６条の３第２

項に掲げる表中「建築学科」とあるのは「建築学科・建築工芸学科」と読み替えるものと

する。 

附 則 

この通則は、昭和５４年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和５４年９月２７日から施行し、昭和５４年度以降の入学者に適用する。 

附 則 

この通則は、昭和５４年１１月２２日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和５５年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、昭和５６年４月１日から施行する。 

２ 昭和５６年度の聴講生及び研究生の入学に係る検定料の額は、改正後の第４５条の５

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この通則は、昭和５７年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、昭和５７年１１月２５日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、昭和５８年４月１日から施行する。 

２ 通則前文に掲げる学生定員表中繊維学部の項に係る総定員のうち、次の表に掲げる年

度については、それぞれ当該年度の総定員に読み替えるものとする。 

学部 学科 
総定員 

昭和５８年度 昭和５９年度 昭和６０年度 

繊維学部 高分子学科 
高分子学科 

１１０名 

高分子学科 

２２０名 

高分子学科 

３３０名 
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繊維工学科 

１５０名 

繊維工学科 

１００名 

繊維工学科 

５０名 

繊維化学科 

１２０名 

繊維化学科 

８０名 

繊維化学科 

４０名 

３ 昭和５８年３月３１日に繊維学部の繊維工学科及び繊維化学科に在学する者について

は、通則前文並びに第１６条の４第２項及び第２７条の規定にかかわらず、なお従前の例

によるものとする。 

附 則 

１ この通則は、昭和６０年４月１日から施行する。 

２ 通則前文に掲げる学生定員表中繊維学部応用生物学科の項に係る総定員のうち、次の

表に掲げる年度については、それぞれ当該年度の総定員に読み替えるものとする。 

学部 学科 
総定員 

昭和６０年度 昭和６１年度 昭和６２年度 

繊維学部 応用生物学科 

応用生物学科 

４０名 

応用生物学科 

８０名 

応用生物学科 

１２０名 

蚕糸生物学科 

１２０名 

蚕糸生物学科 

８０名 

蚕糸生物学科 

４０名 

３ 昭和５９年３月３１日に繊維学部蚕糸生物学科に在学する者については、通則前文並

びに第１６条の４第２項及び第２７条の規定にかかわらず、なお従前の例によるものと

する。 

附 則 

１ この通則は昭和６１年４月１日から施行する。 

２ 通則前文に掲げる学生定員表中工芸学部（機械工学科を除く。）及び繊維学部の項に係

る総定員のうち、次の表に掲げる年度については、それぞれ当該年度の総定員に読み替え

るものとする。 

学部 学科 
総定員 

昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 

工芸学部 

建築学科 

色染工芸学科 

無機材料工学科 

意匠工芸学科 

生産機械工学科 

電気工学科 

工業化学科 

電子工学科 

住環境学科 

１６５名 

１４５名 

１２５名 

１２３名 

１７０名 

１６５名 

１８５名 

１６５名 

１６５名 

１７０名 

１５０名 

１３０名 

１２６名 

１８０名 

１７０名 

１９０名 

１７０名 

１７０名 

１７５名 

１５５名 

１３５名 

１２９名 

１９０名 

１７５名 

１９５名 

１７５名 

１７５名 
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計 １，６０８名 １，６５６名 １，７０４名 

繊維学部 

応用生物学科 

高分子学科 

１６８名 

４５２名 

１７６名 

４６４名 

１８４名 

４７６名 

計 ６２０名 ６４０名 ６６０名 

附 則 

この通則は、昭和６２年２月２６日から施行し、改正後の第３０条第２項及び第３５条第

２項の規定は、昭和６２年２月２０日から適用する。 

附 則 

１ この通則は、昭和６２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則前文に掲げる学生定員表中工芸学部の意匠工芸学科及び計の項並びに繊

維学部の項に係る総定員のうち、次の表に掲げる年度については、それぞれ当該年度の総

定員に読み替えるものとする。 

学部 学科 
総定員 

昭和６２年度 昭和６３年度 昭和６４年度 

工芸学部 
意匠工芸学科 １２８名 １３３名 １３８名 

計 １，６５８名 １，７０８名 １，７５８名 

繊維学部 

応用生物学科 １７８名 １８８名 １９８名 

高分子学科 ４６７名 ４８２名 ４９７名 

計 ６４５名 ６７０名 ６９５名 

附 則 

この通則は、昭和６２年１２月２５日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、昭和６３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則前文に掲げる学生定員表中工芸学部の無機材料工学科及び計の項に係る

総定員のうち、次の表に掲げる年度については、それぞれ当該年度の総定員に読み替える

ものとする。 

学部 学科 
総定員 

昭和６３年度 昭和６４年度 昭和６５年度 

工芸学部 
無機材料工学科 １４０名 １５０名 １５５名 

計 １，７１３名 １，７６８名 １，７５５名 

附 則 

１ この通則は、昭和６３年１０月１日から施行する。ただし、改正後の通則第１０条の２

の規定は、昭和６６年４月１日から施行する。 

２ この通則施行前の工芸学部機械工学科、建築学科、色染工芸学科、無機材料工学科、意
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匠工芸学科、生産機械工学科、電気工学科、工業化学科、電子工学科及び住環境学科並び

に繊維学部応用生物学科及び高分子学科は、改正後の通則第１条の２の規定にかかわら

ず、昭和６３年９月３０日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなる日まで

の間、存続するものとし、教育課程及び履修方法は、なお従前の例によるものとする。 

３ この通則施行後の工芸学部機械システム工学科、電子情報工学科、物質工学科及び造形

工学科並びに繊維学部応用生物学科及び高分子学科は、昭和６４年度から学生を入学さ

せるものとする。 

４ 改正後の通則第１条の３に定める総定員は、同条の規定にかかわらず、昭和６４年度か

ら昭和６６年度までは、次の表のとおりとする。 

学部 学科 
総定員 

昭和６４年度 昭和６５年度 昭和６６年度 

工芸学部 

機械システム工学科 

昼間コース 

夜間主コー

ス 

電子情報工学科 

昼間コース 

夜間主コー

ス 

人 

９５ 

２５ 

 

１３０ 

３０ 

人 

１９０ 

５０ 

 

２６０ 

６０ 

人 

２８５ 

８０ 

 

３９０ 

９５ 

 

物質工学科 

昼間コース 

夜間主コー

ス 

造形工学科 

昼間コース 

夜間主コー

ス 

 

１２０ 

２５ 

 

１２０ 

２０ 

 

２４０ 

５０ 

 

２４０ 

４０ 

 

３６０ 

８０ 

 

３６０ 

６５ 

計 
昼間コース 

夜間主コース 

４６５ 

１００ 

９３０ 

２００ 

１，３９５ 

３２０ 

繊維学部 

応用生物学科 

昼間コース 

夜間主コース 

高分子学科 

昼間コース 

夜間主コース 

 

５０ 

２０ 

 

１２５ 

２０ 

 

１００ 

４０ 

 

２５０ 

４０ 

 

１５０ 

６５ 

 

３７５ 

６５ 
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計 
昼間コース 

夜間主コース 

１７５ 

４０ 

３５０ 

８０ 

５２５ 

１３０ 

合計 
昼間コース 

夜間主コース 

６４０ 

１４０ 

１，２８０ 

２８０ 

１，９２０ 

４５０ 

附 則 

この通則は、平成元年２月１６日から施行し、平成元年度入学生から適用する。 

附 則 

この通則は、平成元年４月２７日から施行し、平成元年４月１日から適用する。 

附 則 

この通則は、平成２年６月８日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成３年２月２１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成３年１１月２１日から施行し、平成３年７月１日から適用する。 

２ 改正後の通則第４条の２の規定は、平成４年度入学生から適用する。 

附 則 

１ この通則は、平成４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則第１条の３に定める収容定員のうち、工芸学部の造形工学科昼間コース

及び計昼間コース、繊維学部の高分子学科昼間コース及び計昼間コース並びに合計昼間

コースに係る収容定員については、同条の規定にかかわらず、平成４年度から平成６年度

までは次の表のとおりとする。 

学部 学科 
収容定員 

平成４年度 平成５年度 平成６年度 

工芸学部 

造形工学科 

昼間コース 

 

４９０ 

 

５００ 

 

５１０ 

計 昼間コース １，８７０ １，８８０ １，８９０ 

繊維学部 

高分子学科 

昼間コース 

 

５１０ 

 

５２０ 

 

５３０ 

計 昼間コース ７１０ ７２０ ７３０ 

合計 昼間コース ２，５８０ ２，６００ ２，６２０ 

附 則 

この通則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成５年６月１０日から施行する。 
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附 則 

この通則は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成６年７月１４日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成６年９月１６日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則第１条の３に定める収容定員のうち、工芸学部の各学科昼間コース及び

計昼間コース並びに合計昼間コースに係る収容定員については、同条の規定にかかわら

ず、平成８年度から平成１０年度までは次の表のとおりとする。 

学部 学科 
収容定員 

平成８年度 平成９年度 平成１０年度 

工芸学部 

機械システム工学科 

昼間コース 

電子情報工学科 

昼間コース 

物質工学科 

昼間コース 

造形工学科 

昼間コース 

人 

３７８ 

 

５１８ 

 

４７６ 

 

５１８ 

人 

３７６ 

 

５１６ 

 

４７２ 

 

５１６ 

人 

３７４ 

 

５１４ 

 

４６８ 

 

５１４ 

計   昼間コース １，８９０ １，８８０ １，８７０ 

合計       昼間コース ２，６３０ ２，６２０ ２，６１０ 

附 則 

この通則は、平成８年６月２０日から施行し、平成８年４月１日から適用する。 

附 則 

１ この通則は平成９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則第１条の３に定める収容定員のうち、工芸学部の各学科昼間コース及び

計昼間コース、繊維学部の高分子学科昼間コース、及び計昼間コース並びに合計昼間コー

スに係る収容定員については、同条の規定にかかわらず、平成９年度から平成１１年度ま

では次の表のとおりとする。 

学部 学科 
収容定員 

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 

学則－20－



21 

 

工芸学部 

機械システム工学科 

昼間コース 

電子情報工学科 

昼間コース 

物質工学科 

昼間コース 

造形工学科 

昼間コース 

人 

３７４ 

 

５１４ 

 

４６９ 

 

５１３ 

人 

３７０ 

 

５１０ 

 

４６２ 

 

５０８ 

人 

３６６ 

 

５０６ 

 

４５５ 

 

５０３ 

計 昼間コース １，８７０ １，８５０ １，８３０ 

繊維学部 

高分子学科 

昼間コース 

 

５３０ 

 

５２０ 

 

５１０ 

計 昼間コース ７３０ ７２０ ７１０ 

合計        昼間コース ２，６００ ２，５７０ ２，５４０ 

附 則 

１ この通則は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則第１条の３に定める収容定員のうち、工芸学部の各学科昼間コース、物質

工学科夜間主コース、計昼間コース及び計夜間主コース、繊維学部の各学科昼間コース、

高分子学科及びデザイン経営工学科夜間主コース、計昼間コース及び計夜間主コース並

びに合計昼間コースに係る収容定員については、同条の規定にかかわらず、平成１０年度

から平成１２年度までは次の表のとおりとする。 

学部 学科 
収容定員 

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 

工芸学部 

機械システム工学科 

昼間コース 

電子情報工学科 

昼間コース 

物質工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

造形工学科 

昼間コース 

人 

３６４ 

 

５０１ 

 

４３９ 

１０５ 

 

４９６ 

人 

３５４ 

 

４８８ 

 

４０９ 

１００ 

 

４７９ 

人 

３４６ 

 

４７７ 

 

３８３ 

９５ 

 

４６４ 

計 
昼間コース 

夜間主コース 

１，８００ 

４３５ 

１，７３０ 

４３０ 

１，６７０ 

４２５ 
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繊維学部 

応用生物学科 

昼間コース 

高分子学科 

昼間コース 

夜間主コース 

デザイン経営工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

 

２１０ 

 

４９５ 

８５ 

 

３０ 

１０ 

 

２２０ 

 

４６０ 

８０ 

 

６０ 

２０ 

 

２３０ 

 

４２５ 

７５ 

 

９０ 

３０ 

計 
昼間コース 

夜間主コース 

７３５ 

１８５ 

７４０ 

１９０ 

７４５ 

１９５ 

合計 昼間コース ２，５３５ ２，４７０ ２，４１５ 

附 則 

この通則は、平成１１年４月１日から施行する。ただし、第１６条の３第４項の改正規定

は、平成１０年１０月１日から適用する。 

附 則 

この通則は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成１１年１１月２２日から施行し、平成１１年４月１日から適用する。 

附 則 

この通則は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則第１条の３に定める収容定員のうち、工芸学部の各学科昼間コース、物質

工学科の夜間主コース、計昼間コース及び計夜間主コース、繊維学部の各学科昼間コース、

高分子学科及びデザイン経営工学科の夜間主コース、計昼間コース及び夜間主コース並

びに合計昼間コースに係る収容定員については、同条の規定にかかわらず、平成１２年度

から平成１４年度までは次の表のとおりとする。 

学部 学科 
収容定員 

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 
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工芸学部 

機械システム工学科 

昼間コース 

電子情報工学科 

昼間コース 

物質工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

造形工学科 

昼間コース 

人 

３４６ 

 

４７５ 

 

３７８ 

９５ 

 

４６１ 

人 

３４０ 

 

４６４ 

 

３５０ 

９０ 

 

４４６ 

人 

３４０ 

 

４６２ 

 

３４５ 

９０ 

 

４４３ 

計 
昼間コース 

夜間主コース 

１，６６０ 

４２５ 

１，６００ 

４２０ 

１，５９０ 

４２０ 

繊維学部 

応用生物学科 

昼間コース 

高分子学科 

昼間コース 

夜間主コース 

デザイン経営工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

 

２３０ 

 

４２０ 

７５ 

 

９０ 

３０ 

 

２４０ 

 

３９０ 

７０ 

 

１２０ 

４０ 

 

２４０ 

 

３８５ 

７０ 

 

１２０ 

４０ 

計 
昼間コース 

夜間主コース 

７４０ 

１９５ 

７５０ 

２００ 

７４５ 

２００ 

合計 昼間コース ２，４００ ２，３５０ ２，３３５ 

附 則 

この通則は、平成１２年１２月２１日から施行し、平成１３年度入学者から適用する。 

附 則 

この通則は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則第１条の３の定めにかかわらず、平成１３年度から平成１５年度までの

収容定員については、次の表のとおりとする。 

学部 学科 
収容定員 

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 
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工芸学部 

機械システム工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

電子情報工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

物質工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

造形工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

学部共通 

昼間コース 

人 

３３８ 

１１０ 

 

４６１ 

１３０ 

 

３４８ 

９０ 

 

４４３ 

９０ 

 

１０ 

人 

３３６ 

１１０ 

 

４５６ 

１３０ 

 

３４１ 

９０ 

 

４３７ 

９０ 

 

２０ 

人 

３３４ 

１１０ 

 

４５１ 

１３０ 

 

３３４ 

９０ 

 

４３１ 

９０ 

 

２０ 

計 
昼間コース 

夜間主コース 

１，６００ 

４２０ 

１，５９０ 

４２０ 

１，５７０ 

４２０ 

繊維学部 

応用生物学科 

昼間コース 

夜間主コース 

高分子学科 

昼間コース 

夜間主コース 

 

２３７ 

８５ 

 

３８５ 

６５ 

 

２３４ 

８０ 

 

３７５ 

６０ 

 

２３１ 

８０ 

 

３６５ 

６０ 

デザイン経営工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

学部共通 

昼間コース 

夜間主コース 

 

１１８ 

４０ 

 

１０ 

１０ 

 

１１６ 

４０ 

 

２０ 

２０ 

 

１１４ 

４０ 

 

２０ 

２０ 

計 
昼間コース 

夜間主コース 

７５０ 

２００ 

７４５ 

２００ 

７３０ 

２００ 

合計 
昼間コース 

夜間主コース 

２，３５０ 

６２０ 

２，３３５ 

６２０ 

２，３００ 

６２０ 

附 則 

この通則は、平成１５年１月２３日から施行する。 

附 則 
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この通則は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成１５年１０月２３日から施行し、平成１５年９月１９日から適用する。 

附 則 

１ この通則は、平成１６年４月９日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

２ 改正後の通則第１条の３の定めにかかわらず、平成１６年度から平成１８年度までの

収容定員については、次の表のとおりとする。 

学部 学科 
収容定員 

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

工芸学部 機械システム工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

電子情報工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

物質工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

造形工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

学部共通 

昼間コース 

人 

３３２ 

１１０ 

 

４４８ 

１３０ 

 

３３２ 

９０ 

 

４２８ 

８０ 

 

２０ 

人 

３３２ 

１１０ 

 

４４８ 

１３０ 

 

３３２ 

９０ 

 

４２８ 

７０ 

 

２０ 

人 

３３２ 

１１０ 

 

４４８ 

１３０ 

 

３３２ 

９０ 

 

４２８ 

６０ 

 

２０ 

計        昼間コース 

夜間主コース 

１，５６０ 

４１０ 

１、５６０ 

４００ 

１，５６０ 

３９０ 
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繊維学部 応用生物学科 

昼間コース 

夜間主コース 

高分子学科 

昼間コース 

夜間主コース 

デザイン経営工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

学部共通 

昼間コース 

夜間主コース 

 

２２８ 

８０ 

 

３６０ 

６０ 

 

１１２ 

４０ 

 

２０ 

２０ 

 

２２８ 

８０ 

 

３６０ 

６０ 

 

１１２ 

４０ 

 

２０ 

２０ 

 

２２８ 

８０ 

 

３６０ 

６０ 

 

１１２ 

４０ 

 

２０ 

２０ 

計        昼間コース 

夜間主コース 

７２０ 

２００ 

７２０ 

２００ 

７２０ 

２００ 

合計            昼間コース 

夜間主コース 

２，２８０ 

６１０ 

２、２８０ 

６００ 

２，２８０ 

５９０ 

附 則 

この通則は、平成１７年４月４日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成１７年１２月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成１８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正前の通則による工芸学部及び繊維学部は、改正後の通則の規定にかかわらず、 当

該学部に学生が在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 施行日前から引き続き在学する学生及び施行日以後に第９条から第１０条の２までの

規定に基づき工芸学部又は繊維学部に入学した学生の教育課程、履修方法等については、

改正後の通則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前２項の規定に係る経過的措置その他の必要な事項は、教授会が定める 

５ 改正後の通則第１条の３に定める学生の収容定員については、同条の規定にかかわら

ず、平成１８年度から平成２０年度までについては、次の表のとおりとする。 

学

部 
学科 学域 課程 

収容定員 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 
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工

芸

学

部 

機械システム工

学科 

昼間コース 

夜間主コース 

電子情報工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

物質工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

造形工学科 

昼間コース 

夜間主コース 

学部共通 

昼間コース 

  人 

 

２４９ 

８５ 

 

３３６ 

１００ 

 

２４９ 

７０ 

 

３２１ 

５０ 

 

２０ 

人 

 

１６６ 

６０ 

 

２２４ 

７０ 

 

１６６ 

５０ 

 

２１４ 

３０ 

 

２０ 

人 

 

８３ 

３０ 

 

１１２ 

３５ 

 

８３ 

２５ 

 

１０７ 

１５ 

 

１０ 

計 昼間コース 

夜間主コース 

  １,１７５ 

３０５ 

７９０ 

２１０ 

３９５ 

１０５ 

繊

維

学

部 

応用生物学科 

昼間コース 

夜間主コース 

高分子学科 

昼間コース 

夜間主コース 

デザイン経営工

学科 

昼間コース 

夜間主コース 

学部共通 

昼間コース 

夜間主コース 

   

１７１ 

６０ 

 

２７０ 

４５ 

 

 

８４ 

３０ 

 

２０ 

２０ 

 

１１４ 

４０ 

 

１８０ 

３０ 

 

 

５６ 

２０ 

 

２０ 

２０ 

 

５７ 

２０ 

 

９０ 

１５ 

 

 

２８ 

１０ 

 

１０ 

１０ 

計 昼間コース 

夜間主コース 

  ５４５ 

１５５ 

３７０ 

１１０ 

１８５ 

５５ 

工

芸

科

学

部 

 生命

物質

科学

域 

 

 

 

応用生物学

課程 

生体分子工

学課程 

高分子機能

工学課程 

物質工学課

程 

５０ 

 

５０ 

 

５０ 

 

６５ 

１００ 

 

１００ 

 

１００ 

 

１３０ 

１５０ 

 

１５０ 

 

１５０ 

 

１９５ 

 設計

工学

域 

 

電子システ

ム工学課程 

情報工学課

程 

６０ 

 

６０ 

 

１２０ 

 

１２０ 

 

１８０ 

 

１８０ 
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機械システ

ム工学課程 

デザイン経

営工学課程 

８５ 

 

４０ 

１７０ 

 

８０ 

２５５ 

 

１２０ 

 造形

工学

域 

造形工学課

程 

１２５ ２５０ ３７５ 

 ３学域共通   ４５ 

先端科学技術課程

（夜間主コース） 

４０ ８０ １２５ 

計  昼間コース 

  夜間主コース 

５８５ 

４０ 

１,１７０ 

８０ 

１,８００ 

１２５ 

合計          昼間コース 

夜間主コース 

２,３０５ 

５００ 

２,３３０ 

４００ 

２,３８０ 

２８５ 

附 則 

この通則は、平成１８年６月１５日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２０年１月１７日から施行し、平成１９年１２月２６日から適用する。 

附 則 

この通則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２０年４月１７日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則 

この通則は、平成２１年１月８日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２１年２月１９日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２２年１月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成２２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 施行日前から引き続き先端科学技術課程に在学する者（以下この項において「在学者」

という。）及び施行日以後に第９条から第１０条の２までの規定に基づき先端科学技術課

程に入学した者（在学者の属する年次に入学した者に限る。）に係る教員の普通免許状の

種類及び教科については、改正後の第１６条の４第２項の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 

附 則 
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この通則は、平成２２年４月１５日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２２年１２月１６日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２３年５月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２４年１月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、平成２５年７月２５日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成２６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正前の通則による生体分子工学課程及び造形工学課程は、改正後の通則の規定にか

かわらず、当該課程に学生が在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 施行日前から引き続き在学する学生及び施行日以後に第９条から第１０条の２までの

規定に基づき生体分子工学課程又は造形工学課程に入学した学生の教育課程、履修方法

等については、改正後の通則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前２項の規定に係る経過的措置その他の必要な事項は、教授会の議を経て、学長が定め

る。 

５ 改正後の通則第１条の３に定める学生の収容定員については、同条の規定にかかわら

ず、平成２６年度から平成２８年度までについては、次の表のとおりとする。 

 

学

部 
学域 課程 

収容定員 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

工

芸

科

学

部 

生命物質科学

域 

 

生体分子工学課程 

応用生物学課程 

生体分子応用化学課程 

高分子機能工学課程 

物質工学課程 

人 

１５０ 

２００ 

５０ 

２００ 

２６０ 

人 

１００ 

２００ 

１００ 

２００ 

２６０ 

人 

５０ 

２００ 

１５０ 

２００ 

２６０ 

設計工学域 電子システム工学課程 

情報工学課程 

機械システム工学課程 

デザイン経営工学課程 

２４０ 

２４０ 

３４０ 

１６０ 

２４０ 

２４０ 

３４０ 

１６０ 

２４０ 

２４０ 

３４０ 

１６０ 

造形科学域 造形工学課程 

デザイン・建築学課程 

３７５ 

１１０ 

２５０ 

２２０ 

１２５ 

３３０ 

３学域共通 ９０ ９０ ９０ 

先端科学技術課程（夜間主コース） １７０ １７０ １７０ 

合計          昼間コース 

夜間主コース 

２，４１５ 

１７０ 

２，４００ 

１７０ 

２，３８５ 

１７０ 
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附 則 

１ この通則は、平成２７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正前の通則による機械システム工学課程は、改正後の通則の規定にかかわらず、当該

課程に学生が在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 施行日前から引き続き在学する学生及び施行日以後に第９条から第１０条の２までの

規定に基づき機械システム工学課程に入学した学生の教育課程、履修方法等については、

改正後の通則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前２項の規定に係る経過的措置その他の必要な事項は、教授会の議を経て、学長が定め

る。 

５ 改正後の通則第１条の３に定める学生の収容定員については、同条の規定にかかわら

ず、平成２７年度から平成２９年度までについては、次の表のとおりとする。 

学

部 学域 課程 
収容定員 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

工

芸

科

学

部 

生命物質科学域  

生体分子工学課程 

応用生物学課程 

生体分子応用化学課程 

高分子機能工学課程 

物質工学課程 

人 

１００ 

１９８ 

９８ 

１９８ 

２５８ 

人 

５０ 

１９６ 

１４６ 

１９６ 

２５６ 

人 

０ 

１９４ 

１９４ 

１９４ 

２５４ 

設計工学域 機械システム工学課程 

電子システム工学課程 

情報工学課程 

機械工学課程 

デザイン経営工学課程 

２５５ 

２３８ 

２３８ 

８２ 

１５８ 

１７０ 

２３６ 

２３６ 

１６４ 

１５６ 

８５ 

２３４ 

２３４ 

２４６ 

１５４ 

造形科学域 造形工学課程 

デザイン・建築学課程 

２５０ 

２２０ 

１２５ 

３３０ 

０ 

４４０ 

３学域共通 ９０ ９０ ９０ 

先端科学技術課程（夜間主コース） １６０ １５０ １４０ 

合計          昼間コース 

夜間主コース 

２，３８３ 

１６０ 

２，３５１ 

１５０ 

２，３１９ 

１４０ 

附 則 

この通則は、平成２７年７月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成２８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、

第１条の２の２の改正規定は、平成２７年１０月１日から施行する。 

２ 施行日前の通則による先端科学技術課程は、施行日以後の通則の規定にかかわらず、当

該課程に学生が在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 施行日前から引き続き在学する学生及び施行日以後に第９条から第１０条の２までの

規定に基づき先端科学技術課程に入学した学生の教育課程、履修方法等については、施行
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日以後の通則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前２項の規定に係る経過的措置その他の必要な事項は、教授会の議を経て、学長が定め

る。 

５ 施行日以後の通則第１条の３に定める学生の３年次編入学定員については、同条の規

定にかかわらず、平成２８年度及び平成２９年度については、次の表のとおりとする。 

学

部 
学域 課程 

３年次編入学定員 

平成２８年度 平成２９年度 

工

芸

科

学

部 

３学域共通 
人 

４５ 

人 

４５ 

先端科学技術課程（夜間主コース） ５ ５ 

合計 ５０ ５０ 

６ 施行日以後の通則第１条の３に定める学生の収容定員については、同条の規定にかか

わらず、平成２８年度から平成３０年度までについては、次の表のとおりとする。 

学

部 
学域 課程 

収容定員 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

工

芸

科

学

部 

生命物質科学域  

生体分子工学課程 

応用生物学課程 

生体分子応用化学課程 

高分子機能工学課程 

物質工学課程 

人 

５０ 

１９８ 

１４９ 

１９９ 

２６０ 

人 

０ 

１９８ 

２００ 

２００ 

２６２ 

人 

０ 

１９８ 

２０１ 

２０１ 

２６４ 

設計工学域 機械システム工学課程 

電子システム工学課程 

情報工学課程 

機械工学課程 

デザイン経営工学課程 

１７０ 

２３９ 

２３９ 

１６８ 

１５８ 

８５ 

２４０ 

２４０ 

２５４ 

１５８ 

０ 

２４１ 

２４１ 

３４０ 

１５８ 

造形科学域 造形工学課程 

デザイン・建築学課程 

１２５ 

３３６ 

０ 

４５２ 

０ 

４５８ 

３学域共通 ９０ ９０ ９５ 

先端科学技術課程（夜間主コース） １２０ ８０ ３５ 

合計          昼間コース 

夜間主コース 

２，３８１ 

１２０ 

２，３７９ 

８０ 

２，３９７ 

３５ 

附 則 

この通則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成２８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 施行日前から引き続き在学する学生及び施行日から平成３０年３月３１日までに第９

条から第１０条の２までの規定に基づき入学した学生に係る単位数の計算の基準につい

ては、改正後の通則第１５条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 
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この通則は、平成２８年５月１日から施行する。 

附 則 

１ この通則は、平成３０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正前の通則による生命物質科学域及び造形科学域並びに応用生物学課程、生体分子

応用化学課程、高分子機能工学課程、物質工学課程、デザイン経営工学課程及びデザイン・

建築学課程は、改正後の通則の規定にかかわらず、当該学域及び当該課程に学生が在学し

なくなる日までの間、存続するものとする。 

３ 施行日前から引き続き在学する学生及び施行日以後に第９条から第１０条の２までの

規定に基づき応用生物学課程、生体分子応用化学課程、高分子機能工学課程、物質工学課

程、デザイン経営工学課程及びデザイン・建築学課程に入学した学生の教育課程、履修方

法等については、改正後の通則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前２項の規定に係る経過的措置その他の必要な事項は、教授会の議を経て、学長が定め

る。 

５ 改正後の通則第１条の３に定める学生の収容定員については、同条の規定にかかわら

ず、平成３０年度から平成３２年度までについては、次の表のとおりとする。 

学

部 
学域 課程 

収容定員 

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

工

芸

科

学

部 

生命物質科学域  

応用生物学課程 

生体分子応用化学課程 

高分子機能工学課程 

物質工学課程 

人 

１４８ 

１５０ 

１５０ 

１９７ 

人 

１００ 

１０２ 

１０２ 

１３４ 

人 

５０ 

５１ 

５１ 

６７ 

設計工学域 電子システム工学課程 

情報工学課程 

機械工学課程 

デザイン経営工学課程 

２４１ 

２４１ 

３４０ 

１１８ 

２４４ 

２４４ 

３４４ 

８０ 

２４４ 

２４４ 

３４４ 

４０ 

造形科学域 デザイン・建築学課程 ３４２ ２３２ １１６ 

３学域共通 ９５ １００ ５０ 

先端科学技術課程（夜間主コース） ３５ ０ ０ 

応用生物学域 応用生物学課程 ５０ １００ １５０ 

物質・材料科学

域 

応用化学課程 １６９ ３３８ ５０７ 

デザイン科学域 デザイン・建築学課程 １５６ ３１２ ４６８ 

４学域共通 ０ ０ ５０ 

合計          昼間コース 

夜間主コース 

２，３９７ 

３５ 

２，４３２ 

０ 

２，４３２ 

０ 

附 則 

この通則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この通則は、令和４年４月１日から施行する。 
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附 則 

１ この通則は、令和９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則第１条の３に定める学生の収容定員については、同条の規定にかかわ

らず、令和９年度から令和１１年度までについては、次の表のとおりとする。 

学

部 
学域 課程 

収容定員 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

工

芸

科

学

部 

 

応用生物学域 

 

応用生物学課程 

人 

２００ 

人 

２００ 

人 

２００ 

物質・材料科学域 応用化学課程 ６７６ ６７６ ６７６ 

設計工学域 電子システム工学課程 

情報工学課程 

機械工学課程 

２４４ 

２５４ 

３４４ 

２４４ 

２６４ 

３４４ 

２４４ 

２７４ 

３４４ 

デザイン科学域 デザイン・建築学課程 ６２４ ６２４ ６２４ 

４学域共通 １００ １００ １００ 

合計           ２，４４２ ２，４５２ ２，４６２ 
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京都工芸繊維大学通則の一部改正について（案） 

 

 

１.改正理由 

 工芸科学部情報工学課程の入学定員を１０人増（６１人から７１人）するにあたり、所要

の改正を行う。 

 

２.主な改正箇所 

（１）工芸科学部情報工学課程及び合計の入学定員、収容定員の変更（第１条の３）。 

（２）令和９年度から令和１１年度までの収容定員の取扱いについて規定する（附則） 

 

３.施行日等 

改正日 役員会承認日 

施行日 令和９年４月１日 
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京都工芸繊維大学通則の一部改正について（案） 

新旧対照表 

    は改正箇所を示す 

現行条文 改正後 

第１条、第１条の２まで （略） 

 

第１条の３ 工芸科学部の学生定員は、次のとおりとする。 

学域 課程 入学定員 
３年次編 

入学定員 
収容定員 

応用生物学域 応用生物学課程 人 

５０ 
人 人 

２００ 

物質・材料科学

域 

応用化学課程 １６９  ６７６ 

設計工学域 電子システム工学課

程 

６１  ２４４ 

情報工学課程 ６１  ２４４ 

機械工学課程 ８６  ３４４ 

デザイン科学域 デザイン・建築学課程 １５６  ６２４ 

４学域共通  ５０ １００ 

合 計 ５８３ ５０ ２，４３２ 

 

第１条の４から第５４条まで （略） 

 

附則（略） 

 

第１条、第１条の２まで （略） 

 

第１条の３ 工芸科学部の学生定員は、次のとおりとする。 

学域 課程 入学定員 
３年次編 

入学定員 
収容定員 

応用生物学域 応用生物学課程 人 

５０ 
人 人 

２００ 

物質・材料科学

域 

応用化学課程 １６９  ６７６ 

設計工学域 電子システム工学課

程 

６１  ２４４ 

情報工学課程 ７１  ２８４ 

機械工学課程 ８６  ３４４ 

デザイン科学域 デザイン・建築学課程 １５６  ６２４ 

４学域共通  ５０ １００ 

合 計 ５９３ ５０ ２，４７２ 

 

第１条の４から第５４条まで （略） 

 

附則（略） 
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    は改正箇所を示す 

現行条文 改正後 

 

 

附 則 

１ この通則は、令和９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の通則第１条の３に定める学生の収容定員については、同条の規定

にかかわらず、令和９年度から令和１１年度までについては、次の表のとおり

とする。 

学

部 
学域 課程 

収容定員 

令和９年度 令和１０年

度 

令和１１年

度 

工

芸

科

学

部 

 

応用生物学域 

 

応用生物学課程 

人 

２００ 

人 

２００ 

人 

２００ 

物質・材料科学

域 

応用化学課程 ６７６ ６７６ ６７６ 

設計工学域 電子システム工学

課程 

情報工学課程 

機械工学課程 

２４４ 

２５４ 

３４４ 

２４４ 

２６４ 

３４４ 

２４４ 

２７４ 

３４４ 

デザイン科学

域 

デザイン・建築学課

程 

６２４ ６２４ ６２４ 

４学域共通 １００ １００ １００ 

合計 ２，４４２ ２，４５２ ２，４６２ 
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